
事務事業評価（平成２８年度に実施した事務事業）

部 所属名 款 項 目 事務事業名 事業の目的 判定理由

311 農林水産課 06 01 01 農業委員会運営事業 7,528 ％ 4 4 4 継続

312 農林水産課 06 01 01 農業者年金事業 497 　新規加入者数 件 1 0 1 

　農業者年金法により市が委託を受けて行う業務

継続

315 農林水産課 06 01 02 ★ 農業振興推進事業 3,993 件 26 25 26 継続

318 農林水産課 06 01 03 農業振興地域整備促進事業

　農業振興地域整備計画の随時変更を行う。

39 ha 1,152 1,151 1,151 継続

319 農林水産課 06 01 03 ★

　認定農業者制度の推進と農地の利用権設定業務を行った。

45,726 　認定農業者数 人 88 84 86 継続

320 農林水産課 06 01 03 経営所得安定対策推進事業 1,360 件 22 15 16 継続

321 農林水産課 06 01 04 ★ 畜産振興対策事業 3,235 　臭気対策事業実施件数 件 13 27 28 継続

322 農林水産課 06 01 07 土地改良施設管理運営事業

　農業用施設の適切な維持管理を行う。 　農業用ため池及び排水機場の維持管理を行う。

10,485 13 13 13 13 継続

323 農林水産課 06 01 07 ★ 土地改良整備事業 34,198 ％ 67 67 67 継続

324 農林水産課 06 01 07 土地改良団体関係経費 55,508 ha 883 882 882 継続
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市民経
済部

　農業委員会等に関する法律に基づく所掌事務
の事務局運営を行う。

　農地法に基づいた農地の権利移動に関すること、農地に関す
る調査、相談及び耕作放棄地の調査（農地利用状況調査）を行
う。

　農業委員会定例会(毎月1回開催)を行った。
（主な審議案件）
　・農地法３、４、５条許可
　・非農地証明
　県農業会議へ諮問を行った。
（主な諮問案件）
　・農地法５条許可

　総合パイロット事業等によ
り整備された農用地(８８６
ha)内の耕作放棄地を４％
以内に抑える。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

　市に設置された行政委員会であり、その業務について市
が事務局として適正に運営する必要がある。

市民経
済部

　独立法人農業者年金基金から一部委託を受け
た農業者年金業務の事務を行う。

　ＪＡから送付を受けた農業者年金事業諸届等の受付、点検、
記載内容の確認及び基金への送付並びに加入対象者への制
度の周知、普及等。

　農業者年金事業諸届等の受付、点検、記載内容の確認及
び基金への送付を行った。また、加入対象者への制度の周知
、普及等を行った。 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

市民経
済部

　産業としての農業を振興するため、農家の経営
安定を図る。

　農業の振興を図るため、農業共済事業の推進や農業経営資
金への利子助成、農林水産業鳥獣被害対策事業への補助を
行う。

　資金を借りて農業経営基盤強化を目指す農家に対する利子
助成を行った。また、農家が行う電気柵の設置等の鳥獣被害
対策に係る事業費を補助した。 　農業経営資金償還利子

助成実施件数 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

　農家の経営安定と農業の振興を図るため、事業を実施す
る必要がある。

市民経
済部

　農業振興地域整備計画に基づき、優良な農地を
保全する。

　農業振興地域整備計画の随時変更に伴う相談会を6，11月
に実施し、４件の除外手続きを行った。

　農業振興地域内の農用
地(青地)面積の維持 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ

　農業を守るために市が継続して事業を実施する必要があ
る。

市民経
済部

農業経営基盤強化促進対策事
業

　地域農業の中心となる認定農業者及び認定指
向農家等の育成を図る。

　地域の中心となる農家(担い手)を育成するため、担い手への
農地の集積や担い手が行なう事業への支援及び経営改善計
画の認定などを行う。 

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

農業を守るために市が継続して事業を実施する必要があ
る。

市民経
済部

　農業経営安定のため、国が平成22年度から開
始した制度の推進を図る。

　制度の普及促進のため、農業者への情報提供や国への交付
申請等の促進を行う。

　経営所得安定対策を促進するために相談会を開催し、交付
申請等の事務を行った。

　経営所得安定対策交付
申請件数 Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ

　農業を守るために市が継続して事業を実施する必要があ
る。

市民経
済部

　畜産農家の経営安定を図るとともに、畜産によ
る臭気対策に重点を置いた事業を展開する。

　湖西市畜産環境衛生対策協議会が行う事業に対して補助金
を交付する。また、密閉化・消臭装置設置・消臭飼料等に対す
る補助事業に対して補助を行う。

　臭気対策事業を実施した湖西市畜産環境衛生協議会へ補
助を行った。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

　畜産農家の臭気に対する意識は高いが対策には費用負
担が伴うため、経営の安定と環境対策のため市が継続して
事業を実施する。

市民経
済部

　農業用施設(ため池、排水機場)の維持管理を行った。

　ため池の機能保全と安全
性の維持(13ヶ所) Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

　土地改良施設の保全管理は地域農業の持続的な経営を
支える重要施策であるので、市が継続して事業を実施する
必要がある。

市民経
済部

　農業用施設の長寿命化を図り、既存の施設を有
効利用する。

　老朽化が目立つ農業用ため池及び排水機場の整備を県営事
業で行う。

　豊川用水二期事業及び県営ため池整備事業を推進した。ま
た、多面的機能支払交付金事業制度を活用し、地域共同によ
る農地・農業用水等の資源の保全管理と農村環境の保全向
上に取り組んだ。

　排水機場の機能保全整
備達成率(整備済機場数/３
機場)

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

　土地改良施設の保全管理は地域農業の持続的な経営を
支える重要施策であるので、市が継続して事業を実施する
必要がある。

市民経
済部

　土地改良団体を補助することで、農業基盤の保
全と農家の財政負担を軽減する。

　土地改良事業補助金要綱に基づき、土地改良区等へ補助金
交付を行う。

　基盤整備の保全管理を行う土地改良区の事業に補助を行っ
た。

　湖西用水土地改良区の
受益面積の維持 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

　土地改良施設の保全管理は地域農業の持続的な経営を
支える重要施策であるので、市が継続して事業を実施する
必要がある。
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